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各港における港湾脱炭素化推進計画の作成状況

・大阪港
・堺泉北港
・阪南港
・日高港
・和歌山下津港
・神戸港
・東播磨港
・姫路港

鳥取港・
境港・

浜田港・
舞鶴港・

青森港・
能代港・
船川港・
秋田港・
酒田港・

新潟港・
両津港・
小木港・

直江津港・
伏木富山港・

七尾港・
金沢港・
敦賀港・

○カーボンニュートラルポート（CNP）の形成に向け、各港湾において官民連携の協議会等（※）が開催されている。

（※）構成 ： 港湾管理者、関係地方公共団体、民間事業者、港湾利用者、学識経験者、関係省庁の地方支分部局 等

・運天港
・金武湾港
・中城湾港
・那覇港
・平良港
・石垣港

・田子の浦港
・清水港
・御前崎港
・三河港
・衣浦港
・名古屋港
・四日市港
・津松阪港
・尾鷲港

・八戸港
・久慈港
・宮古港
・釜石港
・大船渡港
・仙台塩釜港
・相馬港
・小名浜港

・橘港
・徳島小松島港
・高松港
・坂出港

（令和７年５月３０日時点）

■港湾脱炭素化推進協議会等

９８港湾で設置済
うち、赤字は港湾脱炭素化推進協議会を設置
済の港湾（８８港湾）。その他は任意の協議会等。

■港湾脱炭素化推進計画

４７港湾で作成済（ の港湾）
(注)新居浜港は、新居浜港・東予港（東港地区）
として、計画を作成。

宇和島港・
松山港・
東予港・
須崎港・

新居浜港(注)・
高知港・

三島川之江港・

稚内港・
石狩湾新港・ ・苫小牧港

・室蘭港
・函館港

・茨城港
・鹿島港
・東京港
・千葉港
・木更津港
・川崎港
・横浜港
・横須賀港

下関港・
北九州港・

苅田港・
博多港・
唐津港・

伊万里港・
佐世保港・

中津港・
長崎港・
三池港・
別府港・
大分港・

津久見港・
八代港・
川内港・
佐伯港・
細島港・

志布志港・

水島港・
福山港・

尾道糸崎港・
広島港・
呉港・

徳山下松港・
宇部港・

小野田港・
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中部地整管内港湾におけるCNP形成に向けた取り組み

大規模実証のイメージ
（碧南火力発電所）

（出典）JERAプレスリリースから国土交通省作成

「かぐや」による自動車運搬船へ燃料供給の様子
（伊勢湾・三河湾）

■伊勢湾・三河湾におけるLNGバンカリング

LNGを燃料とする船舶に対して日本で初めてShip to Ship方式
によるLNG燃料の供給を開始（2020年（令和2年）10月～）
2024年（令和6年）11月に100回目のLNG燃料供給を実施。

■石炭火力発電所におけるアンモニア転換

JERAが碧南火力発電所にて、アンモニア転換率20％の大規模
実証を終了。商用運転に向けた施設整備を実施中。

名古屋港

衣浦港

三河港
御前崎港

清水港

尾鷲港

四日市港

 ：計画作成へ向けて検討中の港湾

津松阪港
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■港湾脱炭素化推進計画

管内で法定計画となる「港湾脱炭素化推進計画」は、重要港
湾以上9港の内、8港（名古屋港、清水港、御前崎港、三河港、
衣浦港、四日市港、津松阪港、尾鷲港）が作成済み。

 ：計画作成済みの港湾
（2025年（令和7年）3月末時点）

田子の浦港

■ブルーカーボン

管内において藻場の再生・保全活動の実施により、令和
5,6年度のＪブルークレジット認証は7か所。
・静岡県：御前崎市（御前崎港）、榛南地区、
・愛知県：蒲郡市（三河港）、西尾市（三河港）
・三重県：鳥羽市（鳥羽港）、熊野灘、南伊勢町

御前崎港：群生するコアマモ



「脱炭素化推進地区」の指定による効果的な土地利用

出典）四日市港管理組合 HP（https://www.yokkaichi-port.or.jp/pdf/b_illustrative_rule/yp-decarbonization_area_map20241211.pdf）

脱炭素化推進地区における構築物用途規制の柔軟化等

分区内の一部区域(港湾管理者が定める脱炭素化推進地
区)においては、港湾脱炭素化推進計画の目標を達成す
るために必要な場合に構造物用途規制の一部を緩和又
は強化できる制度

現在の用途規制

物流倉庫：○
工場：×
水素ステーション：×

○○港商港区

規制緩和イメージ（○：建設可 ×：建設禁止）

本制度を活用した用途規制

物流倉庫：○
工場：×
水素ステーション：×

脱炭素化推進地区内
○○港商港区 物流倉庫：○

工場：×
水素ステーション：○

港湾物流車両用の
水素ステーション(イメージ)

規制を緩和する構築物(例)

（出典）豊通エア・リキードハイドロジェンエナジー(株)HP

○2024年12月11日、四日市港霞ヶ浦地区（一部）において、「四日市港港湾脱炭素化推進計画」の目標達成に向
けた取組（船舶や荷役機械等の脱炭素化に資する燃料を供給するための環境整備等）を進めるため、全国の
港湾で初めて「脱炭素化推進地区」の指定がなされた。

○地区指定により、危険物の保管、供給が可能となり、脱炭素化に資する取組の推進に向けた港湾周辺の効果
的な土地利用の誘導に寄与。

○本年1月から２月にかけて、荷役機械（トップリフター）と曳船にバイオディーゼル燃料を使用する実験を実施。
効果検証や課題の整理を行った上で、「脱炭素化推進地区」を活用した同燃料の供給に向け、引き続き検討予定。

3



協議会の活性化に向けたグッドプラクティス

○港湾脱炭素化推進計画が着実に進捗するためには、港湾脱炭素化推進協議会の活性化が重要。

各地の協議会において趣向を凝らした取組が行われている。

○名古屋港では、「名古屋港CNP形成プラットフォーム」を設置し、オンラインプレゼンテーションやポ

スターセッションを通じ、協議会参加者の連携強化、取組の促進を図っている。また、啓発イベント

の開催等を通じ、地域を巻き込んだ取り組みへの発展を目指している。

【名古屋港カーボンニュートラルポート形成プラットフォーム】 【名古屋港の脱炭素化に関する啓発イベント】

出典）名古屋港管理組合ＨＰ（https://www.port-of-nagoya.jp/shokai/1004208/1004209/index.html）
名古屋港におけるCNP形成の取組（ https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001723647.pdf ） 4



ＣＮＰの形成促進に向けた金融枠組みの例

○ CNPの形成に向け、官民による投資を進める必要があるが、そのコストの負担の重さが課題と

なっている。

○国や港湾管理者等による補助事業に加え、民間の金融枠組みを通じたCNPの取組促進策の検

討も進んでいる。
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シェアリングリースによる荷役機械の調達（東京港）

シェアリングリースとは、リース会社と複数の企業が、同一の契約書で
行うリース取引であり、各企業はリース物件の利用頻度に応じて、物件所
有者にリース料を支払う仕組み。

港湾関係で活用されている例は少ないが、同じ物件を共同利用している
場合、取り込むことが可能で、シェアリングリースにより、各企業は設備投
資負担の軽減と費用計上が可能となる。

事例：東京港

東京港青海地区青海公共コンテナターミナル遠隔操作ＲＴＧ導入事業

事業者

リース機能の提供

リース物件の提供 リース料の支払

三井住友ファイナンス＆リース

山九、日本通運、伊勢湾海運、住友倉庫、第一港運

出典）令和5年6月27日国土交通省プレスリリース（遠隔操作ＲＴＧ※の導入に対
する補助事業として２件を新規採択）より作成

評価機関

事業者

FW評価

金融機関・
投資家等

川
崎
港
版
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

（
資
金
使
途
特
定
型
）

投融資

レポーティング

策定
港湾
管理者

参
画

CNP
形成計画

活
用

レポーティング

港湾脱炭素化促進事業に位置付けられた事業の実施のための資金調
達等を行う際に活用可能な「川崎港CNPグリーン／トランジション・ファイ
ナンス・フレームワーク」を策定。

一般的なフレームワークは事業を行う者が自ら策定するが、本フレーム
ワークは港湾管理者が策定するため、策定の事務負担や、ファイナンス
の第三者評価に係るコストの軽減が可能となる。 

川崎港CNPグリーン／トランジション・ファイナンス・フレームワーク



可視化を通じたＣＮＰ形成のグッドプラクティス

○ CNPの取組の進捗状況を把握し、定量的に効果を確認する観点から、「CNPの取組の可視化」に

ついての問題意識が高まっている。

○ CNPの効果の可視化によって、進捗に関する共通理解や、効果的な取組のあり方の議論の促進

が期待される他、成果の客観的な発信を可能とすることで、投資促進、競争力向上も期待できる。

○脱炭素化の取組の可視化については多くのツールが開発されているが、ＣＮＰに適した活用例は

多くなく、好事例を共有しながら、港湾の特性に合った活用を促すことが有効である。

ターミナルのエネルギー使用量の見える化（三井E＆S）船舶の排出ガス可視化サービス（横浜港）

出典）横浜市港湾局 記者発表資料 （www.city.yokohama.lg.jp/city-
info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/top.files/0079_20240719.pdf） 資料提供）株式会社三井E&S

三井E＆Sでは、「港湾デジタルソリューション」として、「荷役作業管理」、「維

持・保守管理」、「サプライチェーン管理」、「エネルギー管理」のそれぞれに
ついて、港湾データを一元管理し、可視化・シミュレーションを可能とするシ
ステムを開発している。

横浜市では、RightShip Pty.Ltd.が開発した
「Maritime Emission Portal（以下、「MEP」）」を我が国港湾で初めて活用し

、船舶からの排出ガスのより正確な把握によるカーボンニュートラルポート
の形成に取り組んでいる。
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図1．デジタル港湾ソフトと4つのアプリケーション領域

三井E&S
三井倉庫

日立製作
所



技術開発・実装に向けたグッドプラクティス

○脱炭素に寄与する技術は多く開発されているが、港湾に実装可能でCNPの形成に寄与する技術

を探し当てることは容易ではない。

○また、実装され効果を上げている技術であっても、認知度が低く、広まりを生んでいないものもある。

○ 2023年3月に取りまとめた「CNPの形成に資する技術・取組に関する事例集」の更新を行うと共に、

ホームページ等を活用したタイムリーな発信等の体制を充実させることとする。
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出典）与那原町観光ポータルサイト「YONABARU NAVI」
（ https://yonabaru.okinawa/news/haryokumarina/ ）

波力発電の検討（中城湾港） 蓄電池トラック実証（環境省補助）低コストLEDの導入（北九州港）

沖縄県与那原町の与那原マリーナで、小型波力発
電機２台を使った実証実験の現地説明会を2025年
2月14日に実施。量産可能な装置での波力発電の
実証実験は世界初であり、2025年度に計6台、
2027年度に350台程度へ増やす予定。なお、与那

原町は脱炭素先行地域であり、本事業は、その取
組の一環である。

出典）北九州市港湾空港局提供

LEDの導入について、従来型LED 灯具は灯具一式
を取替える必要があったが、レトロフィットLED ラン

プは灯具はそのままでランプのみの交換で済むた
め、従来型より低コストでの導入が可能である。

地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素型物
流モデル構築と物流拠点等の防災拠点化の同時実
現を図るために、各用途に応じた車種に対してバッ
テリー交換式EV化開発/実証支援を行い、地域の
脱炭素化×防災モデルの構築を目指す。

出典）環境省「バッテリー交換式EVとバッテリーステーション活用による地域貢
献型脱炭素物流等構築事業」
（https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/energy-taisakutokubetsu-
kaikeir03/matr03-04.pdf）



まちづくり×CNP インフラ管理×CNP地域経済×CNP

地域の特色を活かしたCNPの取組のグッドプラクティス

○脱炭素が新たな価値観となっている状況を踏まえ、CNPを付加価値として、地方創生や地域の

ブランド化に向けて取り組む事例が出てきている。
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出典）静岡市脱炭素先行地域推進コンソーシアム（https://www.s-
conso.com/_files/ugd/a808f0_99cabfde18f849a4b35ffae67fb86218.pdf）

出典）株式会社日立製作所HP（https://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/
product_site/water_environment/info/info_240729.html）

出典）長崎経済同友会
（ https://www.nagasaki-doyukai.jp/ar2023/4650）

2024年7月29日に長崎サミットを開催
。「長崎ベイエリアにおけるカーボンニ
ュートラル推進」をテーマに環境に配慮
した港がクルーズ船の誘致に向けて、
再生可能エネルギーを活用した陸上電
力供給やLNG運搬船の設備整備の必
要性を確認。

株式会社日立製作所は、下水道によ
る豊かな海への貢献と脱炭素への貢
献を同時に実現することをめざす「下
水道ブルーカーボン構想」を立ち上げ、
推進している。
下水道ブル―カーボン構想とは、対象
海域データを管理・評価することで適
切な栄養塩類の供給量を設定し、これ
に見合った下水処理水質制御を行うも
の。

静岡市は、令和4年4月に環境省から「
脱炭素先行地域」として選定され、港湾
に関連するエリアとしては、清水駅東口
エリア、日の出エリアがある。
清水駅東エリアでは、清水製油所跡地
に「次世代型エネルギー供給プラットフォ
ーム」を新たに構築し、日の出エリアで
は、太陽光発電設備の集中設置によっ
て創出される再エネ電気の効率活用に
より、魅力的かつ持続可能なまちづくり
を推進する。



ＣＮＰに関する情報発信の充実
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○ＣＮＰの具体的な取組の加速に向け、知見、グッドプラクティスの共有などを目的としたＣＮＰに関

する情報発信、情報交換体制の充実が有効。

○今後、CNPホームページの改良、取組に関するセミナーの開催等に取り組むこととする。



11出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



12出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



13出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



14
出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



15出典：環境省令和６年度（2024年度）補正予算資料



16出典：環境省令和７年度（2025年度）概算要求



17出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



18出典：環境省令和７年度（2025年度）概算要求



19出典：環境省令和７年度（2025年度）概算要求



20出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



21出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



22出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



23出典：環境省令和７年度（2025年度）予算資料



24出典：環境省令和７年度（2025年度）概算要求



2525出典：経済産業省令和７年度予算の事業概要



26（出典）物流総合効率化法に基づく支援-国土交通省HP https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/bukkouhou.html#section-7

財政投融資を活用した物流効率化について



○令和６年４月、 横浜市とみずほ銀行は、横浜港におけるカーボンニュートラルポートの形成にあたり、横浜市臨
海部における企業・団体の脱炭素化に向けた活動に対する新たな金融支援スキームの創出に向けた共同検討
を目的とする覚書を締結。

• 横浜市が今後策定する「横浜港港湾脱炭素化推進計画」に基づき、事業者が設備投資を実施する際の資
金調達においてサステナブルファイナンス を活用できる包括的なフレームワークを構築する。

• 同金融フレームワークを、本取組に賛同する金融機関と共に提供することで、横浜市臨海部における脱炭
素化の取組の一助となることを目指す。

ＣＮＰの形成を支援する金融フレームワークの検討 （横浜港の例）

覚書の内容
(1) 横浜港におけるカーボンニュートラ
ルポートの形成に向けた取組促進の
ための、 サステナブルファイナンス等

を活用した金融フレームワークの検討

(2) 横浜市が今後策定する横浜港港湾
脱炭素化推進計画に基づく、サステナ
ブルファイ ナンス・フレームワークの策

定・運用・管理等に関する検討

(3)金融フレームワークに関する官民関
係者との連携・協力に関すること

(※)サステナブルファイナンス.. 新たな産業、社会構造への転換を促し、持続可能な社会を実現するための金融。

出典：横浜市 報道発表資料（R6.4.23）

＜スキーム図＞

（※）
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脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための
低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律【水素社会推進法】の概要

電気・ガス・石油・製造・運輸等の産業分野の低炭素水素等の利用を促進するための制度の在り方について検討し、所要の措置を講ずる。

 2050年カーボンニュートラルに向けて、今後、脱炭素化が難しい分野においてもGXを推進し、エネルギー安定供給・脱炭素・経済成長を同時に実現していくことが課題。
こうした分野におけるGXを進めるためのカギとなるエネルギー・原材料として、安全性を確保しながら、低炭素水素等の活用を促進することが不可欠。

 このため、国が前面に立って、低炭素水素等の供給・利用を早期に促進するため、基本方針の策定、需給両面の計画認定制度の創設、計画認定を受けた事業者に対する
支援措置や規制の特例措置を講じるとともに、低炭素水素等の供給拡大に向けて、水素等を供給する事業者が取り組むべき判断基準の策定等の措置を講じる。

背景・法律の概要

（１）定義
• 「低炭素水素等」：水素等であって、
①その製造に伴って排出されるCO2の量が一定の値以下
②CO2の排出量の算定に関する国際的な決定に照らして
その利用が我が国のCO2の排出量の削減に寄与する
等の経済産業省令で定める要件に該当するもの

※「水素等」：水素及びその化合物であって経済産業省令で
定めるもの（アンモニア、合成メタン、合成燃料を想定）

（２）基本方針の策定
• 主務大臣は、関係行政機関の長に協議した上で、
低炭素水素等の供給・利用の促進に向けた基本
方針を策定。

• 基本方針には、①低炭素水素等の供給・利用に関
する意義・目標、②GX実現に向けて重点的に実
施すべき内容、③低炭素水素等の自立的な供給
に向けた取組等を記載。

（３）国・自治体・事業者の責務
• 国は、低炭素水素等の供給・利用の促進に関する施策を
総合的かつ効果的に推進する責務を有し、規制の見直し
等の必要な事業環境整備や支援措置を講じる。

• 自治体は、国の施策に協力し、低炭素水素等の供給・
利用の促進に関する施策を推進する。

• 事業者は、安全を確保しつつ、低炭素水素等の供給・利
用の促進に資する設備投資等を積極的に行うよう努める。

１．定義・基本方針・国の責務等

（１）計画の作成
• 低炭素水素等を国内で製造・輸入して供給する事業者や、低炭素水素等をエネルギー・
原材料として利用する事業者が、単独又は共同で計画を作成し、主務大臣に提出。

（２）認定基準
• 先行的で自立が見込まれるサプライチェーンの創出・拡大に向けて、以下の基準を設定。
①計画が、 経済的かつ合理的であり、かつ、低炭素水素等の供給・利用に関する我が
国産業の国際競争力の強化に寄与するものであること。

② 「価格差に着目した支援」「拠点整備支援」を希望する場合は、
(ⅰ)供給事業者と利用事業者の双方が連名となった共同計画であること。
(ⅱ)低炭素水素等の供給が一定期間内に開始され、かつ、一定期間以上継続的に

行われると見込まれること。
(ⅲ)利用事業者が、低炭素水素等を利用するための新たな設備投資や事業革新

等を行うことが見込まれること。
③ 導管や貯蔵タンク等を整備する港湾、道路等が、港湾計画、道路の事情等の土地の
利用の状況に照らして適切であること。 等

（３）認定を受けた事業者に対する措置
① 「価格差に着目した支援」「拠点整備支援」
（JOGMEC（独法エネルギー・金属鉱物資源機構）による助成金の交付）
(ⅰ)供給事業者が低炭素水素等を継続的に供給するために必要な資金や、
(ⅱ)認定事業者の共用設備の整備に充てるための助成金を交付する。
② 高圧ガス保安法の特例
認定計画に基づく設備等に対しては、一定期間、都道府県知事に代わり、経済産業
大臣が一元的に保安確保のための許可や検査等を行う。
※ 一定期間経過後は、高圧ガス保安法の認定高度保安実施者（事業者による自主保安）に

移行可能。

③ 港湾法の特例
認定計画に従って行われる港湾法の許可・届出を要する行為（水域の占用、事業
場の新設等）について、許可はあったものとみなし、届出は不要とする。
④ 道路占用の特例
認定計画に従って敷設される導管について道路占用の申請があった場合、一定の基
準に適合するときは、道路管理者は占用の許可を与えなければならないこととする。

２．計画認定制度の創設

• 経済産業大臣は、低炭素水素等の供給を促進するため、水素等供給事業者（水素等を国内で製造・輸入して供給する事業者）が取り組むべき基準（判断基準）を定め、
低炭素水素等の供給拡大に向けた事業者の自主的な取組を促す。

• 経済産業大臣は、必要があると認めるときは、水素等供給事業者に対し指導・助言を行うことができる。また、一定規模以上の水素等供給事業者の取組が著しく不十分である
ときは、当該事業者に対し勧告・命令を行うことができる。

３．水素等供給事業者の判断基準の策定

令和６年５月成立
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出典：2024年6月7日 第14回 水素・アンモニア政策小委員会 資料１より抜粋

価格差に着目した支援及び拠点整備支援の支援範囲イメージ
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